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資料 ２

主な実施項目の取組状況について

【組織の簡素・効率化】

項 目 内 容 資料３の頁

出先機関の廃止 青森県農林総合研究センター砂丘研究部の廃止 ３Ｐ

（平成19年度末）

警察署・交番・駐 ９駐在所（浜市川駐在所ほか）の廃止及び１交 ６Ｐ

在所の統廃合 番（ 仮称）おいらせ交番）の新設（

（平成20年4月まで）

・交番等１６９箇所→１６１箇所

【職員給与の適正化】

項 目 内 容 資料３の頁

諸手当等の見直し 旅費の見直し １１Ｐ

・日当の廃止及び旅行雑費の新設

・県内陸路路程図に基づく計算方法の廃止

（平成19年4月～）

【事務処理の効率化】

項 目 内 容 資料３の頁

総務事務センター 出先機関を含め全機関（警察等一部を除く ） １２Ｐ。

(仮称）の設置 を対象に給与等の集中処理を開始

（平成19年4月～）

【持続可能な財政構造の確立に向けた財政運営】

項 目 内 容 資料３の頁

財政運営の基本的 予算見積限度額の設定 ２１Ｐ

考え方 ・平成20年度当初予算編成に当たり、平成19年

度当初対比で△３～20％の見積限度額を設定

中期財政試算のロ 平成19年度当初予算等の数値を基礎として、平 ２１Ｐ

ーリング 成19年9月に中期財政試算のローリングを実施
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【行政サービス提供施設等の再編と運営体制の見直し】

項 目 内 容 資料３の頁

各種施設の見直し 県立下北少年自然の家の廃止 ２４Ｐ

※廃止施設はむつ市へ無償譲渡予定

（平成19年度末）

県立病院の改革 ・県立病院に地方公営企業法を全部適用 ２６Ｐ

（平成19年4月）

・病床利用率の向上、費用の節減等に取組

公営企業の見直し 既存電気事業（岩木川第一発電所）の廃止 ２６Ｐ

※廃止施設は民間事業者へ有償譲渡予定

（平成19年度末）

【民間活力の活用】

項 目 内 容 資料３の頁

民間移譲 県立安生園、八甲学園及び知的障害者福祉セン ２８Ｐ

ターなつどまりを民間移譲（平成19年4月1日）

指定管理者制度 県立自然ふれあいセンターの指定管理者選定 ２９Ｐ

（平成20年4月～指定管理実施予定）

【地方独立行政法人への移行】

項 目 内 容 資料３の頁

試験研究施設 ・関係部局における具体的検討及び協議 ３５Ｐ

・職員、関係団体等への事前説明及び意見聴取

・基本方針：工業総合研究センター、農林総合

研究センター、水産総合研究センター及びふ

るさと食品研究センターを統合し、平成21年

4月1日に１つの地方独立行政法人を設立

県立保健大学 ・公立大学法人青森県立保健大学の定款制定 ３５Ｐ

・地方独立行政法人評価委員会の設置

（県議会９月定例会で関係議案可決）

・平成20年4月1日に公立大学法人青森県立保健

大学を設立

【公社等の改革】

区 分 内 容 資料３の頁

公社等の統廃合等 青森県すこやか福祉事業団及び青森県国際交流 ３６Ｐ

協会の民営化（平成19年4月1日）
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